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要       旨 

 

１ 作成の背景 

我が国の 2021 年度の温室効果ガス排出量の約３分の１を占める住宅・建築に関連する

分野のあり方は、我が国の脱炭素化社会実現の成否に大きな影響を与える。一方で、建設

業、不動産業、素材メーカー、消費者など多様なプレイヤーが介在する領域であるが故に

包括的な対策が必要である。これに対し本報告は、住宅・建築分野の脱炭素化に向けた最

新の動向と現在の課題を、多面的な視野で精査した結果を取りまとめたものである。本報

告が行政、学術関係者のみならず、住宅・建築に関わる産業界、一般消費者の方々にとっ

て現状を俯瞰し、それぞれの立場で脱炭素化に向けて取り組む指針となれば幸いである。 

 

２ 我が国の住宅・建築分野における脱炭素化の現状 

我が国が 2050年までにカーボン・ニュートラルを達成するためには、住宅・建築分野に

おいて３つの方策、即ち、1) 運用段階の徹底した省エネルギー、2) 再生可能エネルギー

の導入、3) 建築材料、施工、改修、廃棄に伴う炭素排出（エンボディド・カーボン）の削

減を可及的速やかに国内の新築及び既築の建物に遍く実施する必要がある。前二者により

運用段階の二酸化炭素（CO2）排出のネットゼロを目指す住宅・建築物は ZEH(ネット・ゼロ

エネルギー・ハウス)・ZEB(ネット・ゼロエネルギー・ビル)と呼ばれ、その拡大普及は急

務である。政府はエネルギー基本計画などのロードマップに基づき、省エネ法、温対法、

建築物省エネ法など関連法規等を通じて様々な施策を実施しているが、現実の進捗は低調

である。 

 

３ 報告等の内容 

(1) 住宅における省エネルギーの推進と再エネ可能エネルギーの導入 

第六次エネルギー基本計画では 2030 年以降の新築住宅の 100%が ZEH 水準の省エネ性

能を有し、新築戸建住宅の 60%の太陽光導入を目標としているが、2021年度の新築戸建

住宅の ZEH 割合は 26.8%で目標には遠い水準にある。脱炭素化対策に加え昨今のエネル

ギー価格高騰やエネルギー安全保障など幅広い観点に立ち、屋根置き太陽光発電の導入

に加え第二の発電所と呼ばれるエネルギー需要の削減を推進するため、より一層の取組

が必要である。戸建住宅や分譲住宅に関しては、省エネルギー推進が居住者の健康や快

適性、光熱費削減などのベネフィットをもたらすことを社会に周知する一方、賃貸住宅

に対しては省エネルギーや ZEH化への投資がオーナーに利得をもたらす仕組みの構築が

必要である。 

 

(2) 非住宅建築物における省エネルギー対策の推進 

中高層建物は床面積に対する太陽光発電設置可能容量が小さいため、太陽光発電によ

る消費電力のオフセットは難しい。しかしそのような条件であっても、大幅な省エネル

ギーにより脱炭素化へ貢献することは可能であり、対応する認証制度も整備されている。
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しかし、現在の新築件数における ZEB Ready1の割合は工場で 27.3%、オフィス、ホテル、

病院はいずれも５%未満で低い。これを 100%近くに引き上げるためには、抜本的な取組

が不可欠である。 

 

 (3) エンボディド・カーボン対策 

住宅・建築のライフサイクルにおいて材料製造、施工、廃棄における CO2 排出の占め

る割合は大きく対策は急務である。特に、鉄鋼やコンクリート等は CO2 強度が高いこと

から、安価で大規模に導入可能な低炭素型素材の技術開発は喫緊の課題である。一方、

産学で開発が進む低炭素型建設材料や施工法等を適切に評価する LCA（ライフサイクル

アセスメント）ツールが我が国では整備されていない。国際的な流通性を有する基準や

評価の枠組を産官学の協力の下、早急に構築する必要がある。 

 

(4) 既築対策 

住宅・建築物は他の製品と比較して長寿命である故に、新技術がストック全体に波及

するには長期間を要する。2050年時点でも、省エネ基準導入以前に建設された既存建築

物が相当数残る可能性は高いことから、不動産評価、金融、税制など多様で長期的観点

に立ち、既存住宅・建築物対策を検討・実施する必要がある。なお、既存建物の改修・

建替の意思決定は、コストだけでなくエンボディド・カーボンを考慮したライフサイク

ルで評価する戦略も必要となる。 

 

(5) 異分野協働の促進 

住宅・建築分野は裾野が広く関連する産業分野も多岐に渡る。例えば、再生可能エネル

ギー電源の増加により喫緊の課題となったエネルギーマネジメントは電気・電力、情報

分野との境界領域である。一方、コンクリート・鉄鋼など共通の構造材料を使う土木イン

フラ分野とは低炭素型素材の開発や基準化における協働が求められる。気候変動による

災害の頻発や高温化による熱中症増加などを背景として、社会安全分野、健康・医療分

野、冷凍空調分野との協力も期待される。 

 

(6) 学術・産業分野における国際社会への貢献と国際的競争力 

住宅・建築分野の脱炭素化は欧米のみならず、中国でも加速している。このような状況

下、建築物の環境性能の認証や格付け、低炭素型材料の規格、ライフサイクルアセスメン

トツールなど、脱炭素化対策の国際的評価の枠組構築に日本が積極的にコミットし、日

本のみならずアジアの気候風土や社会特性を踏まえた適切な評価が行われるよう産官学

一体となって取り組む必要がある。また、学術分野においては日本から海外への研究発

信が低調であり、日本の研究力の世界的プレゼンスが極めて低い現状を重く受け止め、

学術コミュニティにおける組織的な取組が必要である。

                                            
1 ZEB を見据えた先進建築物として外皮の高断熱化及び高効率な省エネルギー設備を備えた建築物。 
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１ はじめに 
2015年11月から12月に開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（Conference 

of the Parties: COP21）において、世界共通の長期目標として産業革命以前からの温度上

昇を２℃に抑え、また、1.5℃を目指すという目標「パリ協定」が取り決められた[１]。こ

の目標実現のために、世界全体で今世紀後半には、温室効果ガス排出量を実質的にゼロに

することが必要となる。我が国では、これらを踏まえ、2020年10月に2050年までに温室効

果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボン・ニュートラル、脱炭素

社会の実現を目指すことが宣言された。2021年10月には、地球温暖化対策計画が改定され、

我が国の中期目標として2030年度に温室効果ガスを2013年度比で46％削減することを目指

し、さらに50%の高みに向けて挑戦を続けて行くことが定められた。 

これに対し日本学術会議は、2019年９月19日に山極寿一会長（当時）が日本学術会議会

長談話、「地球温暖化」への取組に関する緊急メッセージを発出している[２]。その中で、

「私たちには、ただ「我慢や負担」をするのではなく、エネルギー、交通、都市、農業な

どの経済と社会のシステムを変えることで、豊かになりながらこれを実現する道が、まだ

残されています。世界でそのための取組は始まっていますが、わが国を含め世界の現状は

スピードが遅すぎます。」と述べている。25期には「カーボンニュートラル（ネットゼロ）

に関する連絡会議」が設置され、分野横断的に脱炭素社会実現への議論が行われている。 

我々の日々の生活と密接に関連した住宅・建築に関連する分野は、我が国の2021年度の

温室効果ガス排出量の約３分の１を占めるため、住宅・建築関連分野の今後のあり方は我

が国の脱炭素化社会実現の成否に極めて大きな影響を与える。住宅・建築物は一般の消費

財・耐久消費財に比べ寿命が長い上に、建設業、不動産業、ハウスメーカー、建築材料関

連の製造業、一般消費者など様々なステークホルダーが存在することから、長期的かつ包

括的な視点での対策が必要である。 

こうした状況を踏まえ、日本学術会議土木工学・建築学委員会及び環境学委員会合同と

して設けられた分科会において継続的に議論が行われてきた。20期では建設と社会分科会

村上周三委員長 が「対外報告：民生用エネルギー消費量削減に関する政策提言」[３]を、

21期では低炭素建築・都市分科会村上周三委員長と社会資本分科会浅見泰司委員長が合同

で「低炭素化に向けた経済・社会・エネルギーのあり方と実現のシナリオ」を記録として、

22期では低炭素建築・都市マネジメント分科会吉野博委員長が、「低炭素建築・都市マネジ

メント分科会」を記録として、23期では低炭素・健康社会の実現への道筋と生活様式・消

費者行動分科会吉野博委員長が、「低炭素・健康なライフスタイルと都市・建築への道筋」

を提言としてまとめた[４]。24期では土木工学・建築学委員会と環境学委員会に設置され

た長寿・低炭素化分科会田辺新一委員長が「長寿社会における脱炭素健康住宅への道筋」

を提言としてとりまとめた[５]。 

本報告は、これらの提言、報告や記録を踏まえ、本分科会において審議した住宅・建築

分野の脱炭素化に向けた最新の動向と課題を報告として取りまとめた。本報告が行政、学

術関係者のみならず、住宅・建築に関わる産業界、一般消費者の方々が現状とその課題を
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概観し、それぞれの立場で脱炭素化に向けて取り組む指針となれば幸いである。 

２ 脱炭素化に向けた住宅・建築分野に関する海外の状況 

(1) 世界における脱炭素化に向けた住宅・建築分野の役割 

2021 年英国グラスゴーで開催された COP26 においてフォーカスされたパリ協定の

1.5℃目標達成に対し、2021年 11月時点で 154カ国、１地域が 2050年～2070年までの

脱炭素実現を表明している[６]。パリ協定順守に向けて先行していた欧州に加え、中国

が 2020年９月の国連総会で 2060年の脱炭素実現の目標を表明したことで、脱炭素化の

技術開発の国際競争は今後更に激しくなっていくことが予測される。 

各国の脱炭素化に向けた温室効果ガス排出削減のロードマップは様々であるが、2020

年における世界の最終エネルギー消費の 36%、エネルギー由来 CO2排出の 37%を占める住

宅・建築分野（2020年時点 [７]）の対策は多くの国においても重要課題として挙げら

れている。国際エネルギー機関（International Energy Agency: IEA）が 2021年に公表

したロードマップ (Net Zero by 2050: A Roadmap for the Global Energy Sector 

[８])においても、2050年の脱炭素化達成のシナリオの中では世界の建築ストックの 85%

を zero-carbon-readyとする必要性が指摘されている。 

新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により 2020 年の建築床面積当たりの排出

量及びエネルギー消費量は 2015年比でそれぞれ 17.2%、5.7%減少しているが、世界の延

床面積は 9.8%増加しており、今後も長期にわたり建設需要の高まりが排出量を押し上げ

ることが予測されている。特に、アジア及びアフリカでは 2050年の建設ストックは現在

の２倍になると予測されている。これに対し、建物の省エネ性能改善への世界の投資額

は 2015 年に比べ 2020 年では 40%増加しているが、投資の大半は欧米の一部の国、地域

に集中している[７]。今後は、世界のより広範な地域で住宅・建築分野における脱炭素

に向けた方策を実施するため、世界的な協働の枠組が求められている。 

住宅・建築分野の排出量削減のためには 3つの戦略、即ち、エネルギー需要削減（行

動変容と省エネルギー）、エネルギーの脱炭素化（電化と再生可能エネルギー電源・熱の

導入、脱炭素暖房技術の導入促進など）、建築材料、施工、改修、廃棄に伴う炭素排出（エ

ンボディド・カーボン）低減対策、の全てを着実に実施することが不可欠である。特に、

前二者については様々な論文や国際機関のレポートにおいて 2050 年時点で建物運用に

おける CO2 排出量を再生可能エネルギーの発電との相殺によりネットでゼロとするシナ

リオが示されている。一方で、建築資材や建設段階における排出量の削減は新しい技術

開発を要する喫緊の課題となっている。特に中心的な建設材料のセメント、鉄鋼への対

策は不可欠である。運用段階の CO2 排出量削減のための新築や改修がエンボディド・カ

ーボンの増加に繋がるケースもあることから建物のライフサイクルでの温室効果ガス

排出量を包括的に評価することが、住宅・建築分野の脱炭素化においては極めて重要に

なっている。 
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(2)  各国の施策実施の動向 

2021 年９月時点で、80 カ国が国もしくは州レベルでの強制もしくは任意の建物省エ

ネ基準を有しており、そのうち 43カ国は国レベルでの住宅・非住宅建築物を対象とした

強制的な基準を有している。特に、ヨーロッパの一部の都市や地域、国においては運用

段階の排出量だけでなくエンボディド・カーボンについての認証、規制、ガイドライン

策定などが開始されている。加えて、建物のライフサイクルにおける温室効果ガス排出

量の低減に向けて EU圏域内での統一した政策の導入が検討されている。更に 2022年 10

月に EU は建物の脱炭素化を目指したエネルギー性能規則の厳格化に加盟国が合意した

と発表している[９]。これにより 2030 年には全ての新築建物、2027 年までには全ての

公共団体所有の新築建物のゼロエミッション化が義務化されることになる。また、EUの

グリーンディールの一環として、リノベーションウェーブ戦略と銘打ち 2030 年までに

既築建築の年間改修率を２倍に引き上げ、省エネ性能を向上させることを表明している 

[10]。 

米国では建築基準の整備運用は州により異なるが、カリフォルニア州は 2030 年まで

にすべての新築建物をゼロエミッションにするという野心的な目標を掲げている。また、

2020年７月に発表されたバイデン大統領のインフラ・クリーンエネルギー投資計画には、

今後 4年間で 400万棟の建築と 200万棟の住宅に対する省エネルギーへの投資により雇

用創出することが謳われている [11]。 

一方、建築ストックの増加が続く開発途上国の多くは強制力のある建築基準が整備さ

れておらず、特にサブサハラアフリカ、中南米では建築基準は殆ど整備されていない 

[12]。建築の脱炭素化に関する研究のレビューを行った Mata et al. 2020 [13] も同様

に、住宅・建築の脱炭素化に関するケーススタディや政策分析、実証プロジェクトなど

の研究報告に大きな地域不均衡があることを指摘している。先進国のみならず世界の各

国で産業分野、運輸分野に比較して遅れが指摘されている住宅・建築分野の取組が急務

である。 

 

(3) 世界における冷房需要の拡大 

IEAが 2018年に出版した将来の冷房(The Future of Cooling)という報告書において、

冷房のためのエネルギー消費量が急増していることを指摘している[14]。これは、アジ

アを中心とした熱帯・亜熱帯地域での経済発展が大きな要因で、インド、中国、インド

ネシアの３カ国が 2050 年までの世界の冷房エネルギー需要の伸びの半分を占めると予

想されている。加えて、従来は冷房が使用されていなかった北米やヨーロッパにおいて

も、気候変動の影響による熱波の頻発により熱中症による死者数が増加傾向にあるため、

今後は冷房の導入普及が進むと目される。ヒートポンプなどの冷凍空調技術は我が国の

産業界が強みを有する分野であることから、引き続きこの優位を維持しつつ、エネルギ

ー効率の高い冷房機器の海外での普及を後押しする戦略や支援が必要である。 

なお、IEA はエアコンの効率向上の必要性を指摘するとともに、建物躯体の適切な断
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熱、日射熱の適切な取得や遮蔽を可能とする開口部デザインなど、建築本体の設計によ

る室内熱環境の調整を可能とするデザイン、いわゆる、パッシブデザインやピーク負荷

を抑える建築計画、半屋外などの緩衝空間を利用する都市計画など行動変容をともなう

住宅・建築・都市のデザインの重要性を強調している。貧富格差の大きな熱帯・亜熱帯

地域の開発途上国においては、冷房機器を導入できない低所得階層における気候変動に

よる高温化の健康リスクを抑制するためにもパッシブな対策は重要となる。 

 

３ 国内における住宅・建築の脱炭素化に関する動向 

(1) 脱炭素化目標 

我が国は 2050 年脱炭素社会の実現を目指し、そのゴールと整合的で野心的な目標と

して、2030年度に 2013年度比 46％の温室効果ガス排出量削減を目指し、さらに 50％の

高みに向け挑戦を続けることを表明している。住宅・建築と関係が深い家庭部門は 66％、

業務その他は 51％の削減が目標である。この目標達成に向けて後述する省エネ法、建築

物省エネ法が 2022年の通常国会で改正されている[15]。 

一方、CO2排出量の相当部分が都市において発生していることを踏まえ、国土交通省で

は 2012年９月に公布された「都市の低炭素化の促進に関する法律」[16]、通称、エコま

ち法により、市町村による低炭素まちづくり計画の作成や低炭素建築物の普及促進など

を図っている。更に、エコまち法に基づく低炭素建築物の認定制度は 2022年に強化され

た。加えて、住生活基本法に基づく住生活基本計画が 2021年に改訂され、目標６に脱炭

素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックの形成が加えられた

[17]。また、環境省では地域の魅力と質を向上させる地方創生に資する地域脱炭素の実

現を目指し、その牽引役となる地域を「脱炭素先行地域」として指定し先行的な取組を

支援することとしている[18]。既に 2022 年１月には 26 の自治体が選定され、今後も

2025年までに少なくとも 100箇所が選定される予定である。また、世界の巨大な脱炭素

市場を巡る競争が激しくなることから、2019 年 12 月に経団連が企業による脱炭素社会

実現に向けた積極的対応を促進するチャレンジ・ゼロ構想を発表するなど、産業界でも

積極的な脱炭素推進の動きがある。東京都などの自治体も 2030 年にカーボンハーフ、

2050年にゼロエミ東京の実現を目指し規制などの強化を行っている[19]。 

 

(2) 省エネ法の概要とその変遷 
① 制定の経緯 

｢エネルギーの使用の合理化等に関する法律｣、通称「省エネ法」は、二度のオイル

ショックを契機に1979年に制定された法律であり、我が国の省エネルギーに長年、大

きく貢献してきた。本法律は国内の様々なセクターに対し、３種のエネルギー、即ち、

燃料、燃料起源の熱、電気を対象としてその合理的な使用を求めている。例えば、年

間エネルギー使用量が原油換算1,500kL以上の事業者は、エネルギーの使用状況等の

定期報告義務がある。2022年度の対象事業者は全国で約12,000事業者になる。対象事
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業者の報告する省エネ措置の取組状況、エネルギー消費原単位の推移、ベンチマーク

指標の状況が著しく不十分と判断されれば、国による指導や立入検査、指示、公表、

命令、罰則が課される。なお、ベンチマーク制度は産業分野だけではなく近年はコン

ビニ、ホテル、百貨店、食品スーパー、ショッピングセンター、貸事務所、大学、パ

チンコホール、官公庁施設などへ拡大しており、産業・業務部門の7割をカバーするに

至っている。建築物の省エネルギーに関しては建材トップランナー制度として2013年

には断熱材、2014年にはサッシ・ガラスが対象に加えられ、2022年には基準値の引き

上げが行われている。加えて、電力・都市ガス・LPガスなどの小売事業者を対象に、

一般消費者向けの省エネ情報提供やサービスの充実度を評価する省エネコミュニケ

ーションランキング制度が2022年度から開始されている。なお、2015年に住宅・建築

物に関しては建築物省エネ法「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」と

して分離された。 

 

② 脱炭素化に向けた法改正 

カーボン・ニュートラルに向けた非化石エネルギーへの転換が重要なことを踏まえ、

省エネ法は｢エネルギーの使用の合理化等に関する法律｣から「エネルギーの使用の合

理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律｣に名称が変わり、2022年５月13

日に成立した[20]。新しい省エネ法成立の約５ヶ月後の2022年10月28日に出された政

府の物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策の中では、危機に強いエネルギ

ー供給体制の構築について触れられている。わが国では化石燃料等の海外依存度の高

さゆえに、これまで輸入物価上昇時に海外に所得が流出するという事態が続いてきた。

こうした経済の脆弱性を家庭・企業の省エネ対策の抜本強化、非化石電源の最大限の

活用によりエネルギー危機に強い経済構造に転換していくとしている。 

省エネ法が対象とするエネルギー使用合理化の対象の拡大に関しては、電気と熱の

２つの論点がある。電気に関してはこれまで2003年の火力発電の発電効率実績値に基

づき一次エネルギー換算係数を9.76 MJ/kWhとして定数のように取り扱われてきた。

しかし、火力発電の効率は近年向上しているのに加え、再生可能エネルギーの導入が

増えると原単位も改善される。なお、電気の一次エネルギー換算係数は、2018～2020

年度直近３年間の全電源平均係数は8.64 MJ/kWhである。米国では直近数年の全電源

平均値を採用しているが、英国など将来値を政策的に利用している国もある。これは

電化を加速するための方策で、我が国においても、電気自動車の電費評価においては

この方法が用いられている。現在の建築物省エネ法などの計画値は火力平均原単位が

使用されているが、将来的には全電力原単位に変更して行く必要がある。 

 

③ 省エネルギーと非化石エネルギー転換 

省エネルギーと非化石エネルギー導入は脱炭素化実現のための両輪である。昨今は、

ロシアのウクライナ侵攻による世界的なエネルギー資源の価格高騰の影響もあり、我



6 
 

が国のエネルギーコストは上昇している。一次エネルギー自給率がわずか13％（2021

年度）という現状を踏まえると、非化石エネルギーの導入促進によりエネルギー自給

率を上げることは勿論、第二の発電所ともいわれる省エネ対策によりエネルギー需要

を削減することは、脱炭素の観点のみならず国の安全保障上も大きな意味を有する。

特に、他の先進国と比較して太陽光発電、風力発電などの再生可能エネルギーの立地

に恵まれない我が国においては、今後のエネルギー供給側の脱炭素化の進行に伴い、

省エネ対策のコストと非化石エネルギー導入のコストを大局的に検討し戦略を策定

することがより重要になるであろう。 

 

(3) 温対法の概要とその変遷 
① 制定の経緯と京都議定書と連動した法改正 
地球温暖化対策の推進に関する法律（通称、温対法）は1998年に制定され、以後、

何度かの改正を経ている[21]。温対法の制定以前は、1990年に地球環境保全に関する

関係閣僚会議が決定した地球温暖化防止行動計画が温暖化対策の基本的枠組みであっ

た。温対法制定の前年の1997年に、国連気候変動枠組条約のCOP３が京都で開催され、

京都議定書が採択されるという情勢の中で、温対法は、地球温暖化対策に関する基本

的な方針を定めるとともに、国、地方公共団体、事業者、国民という各主体の責務を

明らかにするためのものであった。 

最初の法改正は、我が国が京都議定書を締結したことへの対処として2002年に行わ

れた。また、1997年に閣議決定で設置されていた地球温暖化対策推進本部が改めて法

の下に位置付けられた。この2002年改正は法的拘束力のある同議定書の実施を確保す

るためのものであり、その施行は京都議定書が発効した2005年である。 

議定書が発効した2005年にも新たな改正が行われた。要点は「長期的展望に立った

地球温暖化対策の実施の推進に関する総合調整」を地球温暖化対策推進本部の所掌事

務に加えたことと、「温室効果ガスの算定・報告・公表制度」（算定・報告・公表の頭

文字をとって「SHK制度」と呼ばれることもある）の導入である。これは、温室効果ガ

スを一定量以上排出する者に対し、温室効果ガスの排出量を算定し、国に報告するこ

とを義務付けた上で、国が報告されたデータを集計・公表するものである。 

次いで2006年には、議定書の目標達成のために途上国での排出削減プロジェクトに

よる削減量を自国の削減量に算入する、いわゆる「京都メカニズム」による削減量（ク

レジット）の活用に関する事項を定めるための改正が行われた。さらに2008年には、

議定書の目標達成を確実にするため、事業者の排出抑制等に関する指針の策定、地方

公共団体実行計画の策定事項の追加、植林事業から生じる認証された排出削減量に係

る国際的な決定により求められる措置の義務付けなどについて追加改正が行われた。 

 

② 京都議定書第一約束期間後の改正 
これら一連の改正を牽引した京都議定書の第一約束期間は2012年度で終了し、我が
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国は第二約束期間には加わらなかった。そこで、京都議定書目標達成計画を拠り所と

してきた我が国の温暖化対策を再編すべく、国（地球温暖化対策推進本部）が策定す

る「地球温暖化対策計画」を新たな柱とする法改正が2013年に行われた。なお、京都

議定書ではいわゆる６ガス（CO2、メタン、亜酸化窒素、HFC、PFC、SF6）に加え、第二

約束期間では新たに三フッ化窒素(NF3)が対象とされたことから、これと整合をとるた

めに国内法も７ガスが対象となった。その後、条約事務局に2015年７月に提出したINDC

（Intended Nationally Determined Contributions、約束草案）において、2030年度

に2013年度比で温室効果ガス排出量を26％削減する目標を掲げ同年12月にパリ協定が

合意に至った。INDCの目標達成のためには家庭・業務部門での約４割の排出削減が必

要と見込まれたことから、2016年には国民一人一人の自発的な行動を促進する普及啓

発の強化や地方公共団体の実行計画策定などによる対策推進の措置を盛り込んだ改正

が行われた。 

 

③ パリ協定を踏まえた法改正 
歴史的合意とも評価されるパリ協定が2016年に発効し、多くの国が野心的な高い目

標を掲げる中、我が国でも2020年10月に2050年カーボン・ニュートラル（排出実質ゼ

ロ）が宣言され、さらなる対策の推進が求められる状況となった。2021年の法改正で

は、パリ協定、カーボン・ニュートラル宣言等を踏まえた基本理念として、2050年ま

での脱炭素社会の実現、環境保全、経済及び社会の発展の統合的推進、国民、国、地

方公共団体、事業者、民間団体等の密接な連携を掲げた。列記された主体の筆頭に国

民を挙げるのは異例であるが、国民一人一人の取り組みの重要性を強調する意図であ

ろう。地域における脱炭素の促進に関しては、都道府県、市町村の実行計画を拡充し

て施策の実施に関する目標を追加することに加え、地域課題の解決に資する取組とし

て再生可能エネルギーの導入促進事業の措置が盛り込まれた。また、脱炭素経営の促

進という観点からは、2005年改正で導入されていた温室効果ガス排出量の算定・報告・

公表制度における排出量情報のデジタル化・オープンデータ化を推進するため、電子

システムによる報告を原則化するとともに、事業所ごとの排出量情報が開示請求手続

なしで公表される仕組みとなった。 

なお、温対法の排出量報告制度は、事業「所」を単位としているが、昨今、事業「者」

に対して温室効果ガスの排出量の算定、自主的公表を求める国際的な潮流が高まって

いる。国際的なプロトコルとの互換性を高めることも含め、同制度の算定方法改善の

検討に、本分科会委員も加わっている。土木・建築分野に関わりの深い問題としては、

例えば、施工現場でのエネルギー消費（建設機械の燃料、現場事務所の光熱のための

電力など）が挙げられる。温対法の諸施策は前述した省エネ法（エネルギーの使用の

合理化等に関する法律）との結びつきも意識されてきており、従来の制度では対象外

であった事業「所」の敷地外でのエネルギー消費を事業「者」に対する取り組みとす

ることで、排出量の削減機会を適切に捉えることが期待される。 
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直近の2022年改正は資金面に着目したもので、財政投融資からの出資と民間からの

出資を原資にファンド事業を行う(株)脱炭素化支援機構が設立されるとともに、地方

公共団体に対する財政上の支援措置として地域脱炭素移行・再エネ推進交付金制度が

設けられた。温対法の制定や一連の改正は、京都議定書、パリ協定などの国際的動向

を色濃く反映したものといえるが、制定から既に四半世紀が経過している。カーボン・

ニュートラルの目標年とされる2050年までの残された時間も四半世紀と少しであり、

対策を加速するための新たな局面を迎えている。 

 

(4) 建築物の省エネルギーと脱炭素化の現状 

① 建築物省エネ法 
2015年７月８日に公布された「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」

（通称、建築物省エネ法）は、省エネ法と分離する形で、建築物のエネルギー消費性

能の向上を図るために制定されたものである。2017年４月からは、2000m2を超える大

規模非住宅建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務が開始された。さらに、2021

年４月からは、300m2以上2000m2未満の中規模非住宅建築物にも拡張された。さらに、

脱炭素化の推進が必要になったため、本法は、「脱炭素社会の実現に資するための建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」として改正さ

れ、2022年６月13日に通常国会で可決成立し、2022年６月17日に公布された[22]。こ

の改正により、従来まではエネルギー消費性能基準に対する適合努力義務であった小

規模非住宅建築物や住宅を含む全ての新築建築物に対し2025年４月から省エネ基準へ

の適合が義務化される。また、大規模非住宅建築物に関しては2024年４月から義務水

準が２割強化される。加えて、一年間に一定戸数以上の住宅を供給する事業者に対し、

国が目標年次と省エネ基準を超える水準の基準を定め、新たに供給する住宅について、

その基準を平均的に満たすことを努力義務として課すトップランナー制度の対象が分

譲マンションにも拡大された。 

 

② 求められる建物の省エネルギーと再生可能エネルギー電源の導入促進 
省エネルギーと再生可能エネルギーの利用により運用段階のCO2収支ゼロを目指す

住宅・建築、即ちZEB(ネット・ゼロエネルギー・ビル)・ZEH(ネット・ゼロエネルギー・

ハウス)[23],[24]の普及は世界的な課題である。省エネのためには、建物外皮の高断

熱高気密化、季節に応じた日射受熱制御を考慮した開口部デザイン、給湯・空調・照

明等の設備機器のエネルギー性能向上などを包括的に行う必要がある。一方、再生可

能エネルギーに関しては、屋根置きの太陽光パネルの導入が主に想定される。我が国

の太陽光発電の導入は着実に増加し、2020年実績の容量72GWで世界第三位、国土の平

地面積当たり導入容量は世界一位となっている。しかし、近年では山間部での太陽光

パネル設置による災害リスクや景観への影響を危惧する声の高まりもあることから、

今後は建物の屋根が太陽光導入の適地として重要性を増すことが予測される。 
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これに対し、低層が多く床面積辺りの太陽光発電容量を確保しやすい住宅に関して

は、2021年度の新築注文戸建住宅の26.8％がZEHである。大手ハウスメーカーのZEH率

は61.3％と上昇傾向にあるが、一般工務店ではまだ10.7%と低く底上げが必要となっ

ている[23]。分譲住宅、賃貸住宅、マンションに関しては中高層が多いことから太陽

光導入の屋根面積が確保しにくいこともありZEH化は進んでいない。 

住宅以外の建築物については、BELS認証2の取得件数に拠ると2020年度の新築約

48,000棟におけるZEBはわずか204棟（約0.42%）でZEBの普及にはほど遠い状況にある

[24]。床面積に比して屋根面積の小さな中高層建築物では、概して太陽光導入による

ネットゼロを達成することは難しい。そのようなケースでも大幅な省エネにより社会

の脱炭素化に貢献できることは間違いない。そこで経産省は、一次エネルギー消費量

の大幅な削減を行う建築物をその削減量に応じZEB Ready、 ZEB Oriented3と呼称して

いる。しかし、省エネ適合判定に申請された建築物のデータを解析した宮田の研究[25]

によれば、ZEB Ready（太陽光設置なし、一次エネルギー消費量削減率50%以上）の達

成率は工場で27.3%、飲食店で7.5%、事務所で4.3%、ホテル及び病院の達成率は１%程

度と小さい。住宅に比べ対策が大幅に遅れているこれらの建築物に対しては、建物種

別に応じた新たな取組が必要である。 

2021年10月に公表された６次エネルギー基本計画[26]においては、前述の目標達成

が難しい状況を踏まえ、2030年に向けて規制と支援の更なる強化に取り組むことが表

明され、以下の目標が記載されている。 

 2030年度以降に新築される住宅・建築物についてZEH・ZEB基準の水準の省エネ

性能の確保を目指す。 

 2030年において新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が設置される。 

 2050年において設置が合理的な住宅・建築物には太陽光発電設備が設置されて

いることが一般的になる。 

なお、公共建築物のZEB化に関して、国土交通省は「官庁施設の環境保全性基準」を

2022年３月28日に改定し[27]、2022年４月１日から新築する場合は原則ZEB Oriented

相当以上とすることを規定している。本基準は、国の各府省庁が共通して使用する「統

一基準」として位置付けられ、事例集も公開されている。また、文部科学省も2022年

５月20日にZEB実例集を公表している[28]。環境省が進めている地方公共団体実行計

画の策定においても公共施設におけるZEB化推進や太陽光導入の検討が求められてい

る。加えて、2022年７月５日に全国知事会は脱炭素・地球温暖化行動宣言において、

都道府県が整備する新築建築物についてZEB Ready相当(50％以上の省エネ)を目指す

ことを表明している[29]。 

 

                                            
2 「Building-Housing Energy-efficiency Labeling System」の略称で、建築物省エネ法第７条に基づき建築物の省エネ

性能を表示する第三者認証制度の１つで、一次エネルギー消費量をもとに省エネ性を５段階の星マークで表示する。 
3 ZEB Ready を見据えた建築物として外皮の高性能化及び高効率な省エネルギー設備に加え、更なる省エネルギーの実

現に向けた措置を講じた建築物。 
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③ ライフサイクルを通した包括的な脱炭素対策 
前述のZEBやZEHは運用段階におけるエネルギー消費が再生可能エネルギーによる

発電量で相殺されるネットゼロを目指したものであるが、長期間での脱炭素を考える

上では、建設材料や製造、施工、廃棄におけるCO2排出量を含むライフサイクルでの評

価が重要である。なお、ライフサイクルにおける炭素排出量がマイナスとなる住宅は

LCCM（ライフサイクル・カーボンマイナス）住宅と呼ばれ、国土交通省による住生活

基本計画[14]においては、LCCM住宅など、長寿命でライフサイクルCO2排出量が少ない

住宅ストック形成への取組が記載されている。 

建築物や都市インフラ設備における基盤的構造材料であるコンクリートや鉄は製

造過程におけるCO2排出量が特に大きいため、抜本的な対策が求められている。そこで、

セメントを別の素材に置き換えた低炭素型コンクリートやCO2固定コンクリート、鉄骨

部材の標準化によるリユースの促進など、様々な技術開発が国内外で進行中である。

今後、我が国で開発された低炭素型技術を積極的に国内外に普及させるためには、技

術のクオリティや価格競争力だけでなく国際的流通性を有する基準の制定が不可欠で

ある。例えば、従来から建築物と土木構造物ではコンクリートの基準や指針等が別々

に策定・運用されてきた経緯があるが、今後は、日本建築学会及び土木学会が産官と

協働して低炭素型コンクリートの基準化に取り組む必要があろう。 

材料製造・建設段階における排出量削減の一手として、CO2の吸収媒体である木材の

活用促進も注目が集まっている。従来から日本では木造は低層住宅での利用が大半で

あったが、構造や耐火性などの要件を満たした木造中高層建築物に関する技術開発も

行われている。但し、我が国の年間１億m2の着工床面積の３分の２は既に木造住宅で

あり、残りの建築をすべて木造に置き換えても我が国の年間CO2排出量の１～２%程度

の固定化にしかならない。木材使用だけでは炭素の移動に過ぎないことから、国産材

を使用し国内に植樹をして初めて炭素固定化が達成されることに注意が必要である

[30]。 

 

④ 再生可能エネルギー電源増加に即して求められるエネルギーマネジメント 
天候による出力変動の大きな太陽光発電や風力発電の導入拡大に伴い、スマートグ

リッドなど電力の供給・需要側が一体となったエネルギーシステムの重要性が高まっ

ている。供給サイドにおいては大型の系統用蓄電池設備が2022年３月の電気事業法改

正により発電事業の一類型として位置づけられた一方、住宅や建築などの需要サイド

においては、供給力の逼迫や余剰に応じて柔軟に電力需要を調整する、いわゆるディ

マンド・リスポンスへの注目が高まっている。ディマンド・リスポンスには、ピーク

タイム、オフピークタイムに応じた電気料金設定や緊急の節電要請に対するインセン

ティブ付与により需要家に節電や電力消費の時間シフトを促す方法に加え、蓄電、蓄

熱による需要調整など、様々な手法が検討されている。米国ではGrid-Interactive 

Efficient Building（GEB）という概念が提唱されている[31]。これは天気予報、発電、
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使用状況情報をもとに空調機、照明、開口部、室内環境、蓄電池、電気自動車などを

制御して再生可能エネルギーを有効活用することを可能とする建物を意味する。今後

は年間総量での省エネルギーと脱炭素だけではなく、時間的に変動するエネルギーの

CO2排出原単位に従って設備機器を運用することで、快適性を維持しつつ社会全体とし

て再生可能エネルギーを最大限活用できる住宅・建築物を目指す必要がある。そのた

めには、電気・電力工学分野、情報科学分野と建築工学分野の協働が求められる。 

 

⑤ 既築建築物への対策 
建築物・住宅の耐用年数は50～70年程度[32]で一般的な設備や家電機器に比べ長い

ことから、新築におけるZEH及びZEBの比率が今後増加したとしても、2050年時点で断

熱性能の低い既存建築物が一定数残ると推計されている。今後、こうした現行の省エ

ネ基準に合致しないストックへの対応が強く望まれる。しかし、建築物の大半は個人

資産であることから、支出負担を伴う断熱改修やエネルギー性能の高い設備機器への

更新を促進するための仕組みを構築する必要がある。特に、賃貸住宅の場合は建物の

エネルギーコストを入居者が負担するケースが大半であることから、建物のオーナー

が省エネ改修や設備更新に投資するインセンティブが少なく、対策が進みにくい。 

これに対し、例えば欧州では建設、売却、または賃貸される建物に対してはEPC

（Energy Performance Certificate）という建物に関する省エネ表示の取得が必須と

なっている[33]。2022年12月時点で24,712,116件の住宅・建築がこの省エネ表示を取

得している。更に、英国やフランスなどでは、このラベルの下位評価を受けた住宅・

建築は賃貸ができなくなる規制をかけることで、建築物のオーナーに改修を強く促す

仕組みを採用している。米国においては、Energy Starといわれるラベル制度や既存建

築物の評価制度がある。 

一方、国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards：IFRS）

の国際的なサステナビリティ開示基準案（International Sustainability Standards 

Board: ISSB）[34]においては、不動産サービス分野において所有する建物やテナント

に関するエネルギー及びサステナビリティに関するデータ、例えば、エネルギー格付

けやEnergy Star認証を取得した適格ポートフォリオの割合などの開示が求められる

可能性が記載されている。これを受けて、国内不動産分野でも既存建築物の評価シス

テムの整備を求める動きがある。 

こうした海外で既に広がりつつある既存建物の省エネ性能の評価、格付け、表示の

枠組は、賃貸住宅やテナントのオーナーが建物の環境性能向上に要したコストを適切

に賃貸料金に転嫁する一方で、環境性能が高く光熱費が低い物件を入居者が選択する

よう誘導する際に極めて重要である。加えて、長寿・低炭素化分科会において2020年

に発出された提言「長寿社会における脱炭素健康住宅への道筋」[35]で指摘されてい

る通り、建物の省エネルギー・脱炭素対応は、冬季や夏季における室内温度の不均一

を解消し、ヒートショックや熱中症のリスクを軽減するなど、健康増進のコベネフィ
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ットをもたらす。こうした脱炭素化の複合的な便益をデータに基づき分析し、積極的

に社会に発信することは建築の学術分野に期待される役割である。残念ながら我が国

ではこうした取組が組織的に行われているとは言い難い現状にある。既存建築物の省

エネルギー化を進めるには重要なポイントであることから、対策は急務である。 

 

４ 脱炭素社会実現のための LCA（ライフサイクルアセスメント）評価 

(1) 我が国の LCA指針とツール 
 LCA（ライフサイクルアセスメント）とは、ある製品・サービスのライフサイクル全体

（資源採取、原料生産、製品生産、流通、消費・使用、廃棄）またはその特定段階にお

ける環境負荷を定量的に評価する手法である。建築物は一部の工業化住宅を除けば基本

的に単品生産であり、ごく一部の大手の設計事務所と建設会社を除けば、ほとんどが中

小・零細企業であるため、他の産業界が取り組んでいるような詳細な LCAを実務に適用

することは極めて難しかった。 

そのような背景から、1990年に設置された日本建築学会「建築と地球環境特別研究委

員会」において、建築物の LCAに関する研究を実施し、1992年６月に、フロンとメタン

ガスの温室効果も含めたライフサイクル CO2排出量（以下、略して LCCO2）の計算手法が

提案された。そのような背景から日本建築学会は、1997 年 12 月に COP３に呼応して、

「新築建物で LCCO2 30%削減、耐用年数３倍延伸を目指すべき」との学会声明を公表し

た。1999年 11月には、建物の LCA指針（案）を出版、その後 2003年２月に正式な学会

指針となり、2006年と 2013年に改訂され幅広く使用されている[36]。 

国土交通省大臣官房官庁営繕部は、官庁施設整備における環境負荷低減指針として、

「環境配慮型官庁施設（グリーン庁舎）計画指針」を 1998年３月に策定した[37]。また、

日本建築学会の建物の LCA指針を官庁施設向けに簡略化し、各種対策の費用効果分析が

可能な LCAツールを開発している。既存官庁施設に対しては、「官庁施設の環境配慮診

断・改修計画指針（グリーン診断・改修計画指針）」が 2000年 12月に策定され、その

解説と計算ソフトが「グリーン診断・改修計画指針及び同解説」[38]として 2001年３月

に公開された。さらに、LCCO2以外に、LCR（資源消費）、LCW（廃棄物）、CASBEE（建築

環境総合性能評価システム）を加えた評価システムが「グリーン庁舎基準及び同解説」

[39]と「グリーン診断・改修計画基準及び同解説」[40]とともに 2006年に公表された。

更には、2007 年 11 月から施行された環境配慮契約法によって、国や独立行政法人の施

設設計におけるライフサイクルでの CO2評価が義務づけられたことにより、建築 LCA の

普及が進んでいる。また、自治体の建築 LCAツールもこの時期に整備された。 

CASBEEは、国土交通省住宅局の支援のもとに、産官学共同プロジェクトとして開発さ

れ、建物の環境品質を環境負荷で除すことで定義された環境効率の大きさに応じて建物

を格付けする手法である[41]。現在までに開発・利用されている CASBEEツール群は、戸

建住宅から大規模建築物、街区、都市の評価までをカバーしている。現在、全国 24の自

治体において、一定規模（延床面積 2,000m2または 5,000m2）以上の建築物を新築する際
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の簡易 LCA を含む CASBEE 計画書の届け出と工事完了届けが義務化され、その結果は自

治体のウェッブサイト上で公開されている。このように我が国は 1990 年頃から LCA 評

価に関して先駆的な活動を行ってきた。 

 

(2) 海外におけるエンボディド・カーボン評価の動向 
我が国が先行していた建築物のLCA評価であるが、建築物の環境性能に関する国際的

な認証制度LEED（Leadership in Energy & Environmental Design）においては、延床面

積あたりのエンボディド・カーボンを評価に組み込もうという動きがある。WBCSD（World 

Business Council For Sustainable Development：持続可能な開発のための世界経済人

会議）は、欧州における複数のオフィスや住宅などにおけるエンボディド・カーボンを

推算し、それらが500～600kg-CO2/m
2であること、この数値が世界的にもターゲットとな

るだろうと述べている[42]。一方、我が国の一般的なRC造集合住宅で試算すると

1,000kg-CO2/m
2程度であるが、これは耐震性確保のため構造躯体の設計荷重が欧州に比

べ大きいことに起因すると考えられる。今後、世界的な評価基準を決めるときに立地条

件などの違いに配慮するよう積極的に提言する必要がある。 

欧米のエンボディド・カーボン評価においては、建築材料や製品などに関して積み上

げ方式の温室効果ガス排出量が示されており、低炭素建築材料の開発を後押ししている。

一方、我が国では、住宅・建築分野のEPD（Environmental Product Declaration：環境

製品宣言）データベースの整備が遅れている。建築材料や施工時のエンボディド・カー

ボンに関しては、建築規制に馴染みやすく英国、デンマーク、米国の都市では規制導入

の動向もある。なお、低炭素を意図して開発された製品や素材の価格が一般の製品に比

べ高くなる場合がある。このような状況で、一般的な建材や建設費用当たりの原単位を

用いてエンボディド・カーボンを算出すると、無対策で安価な建築物ほど低炭素と評価

されることになる。それを避けるためには、積み上げ方式の算出方法とそのデータベー

スの整備を早急に行う必要がある。 

なお、近年、事業所の温暖化対策への取組評価に用いられる温室効果ガスプロトコル
4では、温室効果ガスの排出方法・主体による３分類、即ち、「Scope１（直接排出量）」

「Scope２（間接排出量）」「Scope３（その他の排出量）」の合計を「サプライチェーン全

体の排出量」と定義している。建築材料の製造や施工段階の炭素排出、即ちエンボディ

ド・カーボンは建設業や不動産業におけるScope３に含まれライフサイクル全体の排出

量の相当割合を占める。技術開発により低炭素排出型の建材や施工法が次々に開発され

る状況下で、それらを適切に評価するシステムの確立は喫緊の課題である。 

こうした国内外の状況を受けて、2022年度から国土交通省の支援を受けてIBECs（住

宅・建築SDGs推進センター）に産官学によるゼロカーボンビル（LCCO2ネットゼロ）推進

会議が設置され、総合的にLCCO2を実質ゼロにする建築物（「ゼロカーボンビル」）につい

                                            
4温室効果ガス排出量の算定、報告の基準、事業者などの組織のためのガイドラインを開発する国際的な枠組で 1998 年に

世界環境経済人協議会と世界資源研究所により共同設立された。 
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て、その評価手法を整備し、普及促進を図ること目的として活動を開始している[43]。 

 

５ 脱炭素社会を支える DX及び AIの現状と動向 

(1) 脱炭素社会における DXと AIの役割 

現代社会は多くの産業、ステークホルダー、要素・要因が密接に絡みあって構成され

ている。脱炭素社会の実現のためには、このような複雑な社会の膨大なデータを取得し、

それを適切に処理・運用し、最適化をはかる必要がある。そのためには、社会の様々な

情報をデジタル化するとともに、近年発展の著しい人工知能（Artificial Intelligence: 

AI）を活用することが期待される。本節では、脱炭素のうち特に土木工学・建築学やそ

れに関連する建設業に関わるデジタル・トランスフォーメーション（Digital 

Transformation: DX）と AIの活用状況について説明する。 

 

(2) DXの土木・建築分野における利用 

単品受注生産が大半の土木インフラや建築物を支える建設業は、設計・施工のいずれ

においても労働集約性が高く、他業種に比べて労働時間が長い傾向にある。昨今の少子

高齢化による就業人口の減少や働き方改革などの潮流を受け、DX技術による効率化、生

産性の向上、熟練労働者のスムーズな技術伝承などに期待が寄せられている。具体的に

は BIM（Building Information Modeling）/CIM（Construction Information Modeling）

の活用による業務効率化や稼働人員の削減、設計段階における各種材料の選択によるコ

ストや環境性能の容易な試算、建材の切り出しや現場への搬送の最適化による建設段階

の産業廃棄物の削減、ICT（Information and Communication Technology: 情報通信技

術）を活用した建設機械の導入による施工作業の自動化や工期短縮など、既に我が国の

現場への導入が進みつつある。加えて、３D プリンターによるプレキャストコンクリー

ト部材や型枠の製作など様々な技術開発が行われている。海外では３D プリンターを使

った建築物や橋梁が既に報告されている。更には、デジタルツインやメタバース空間に

よるサービスの展開などが期待されている。 

 

(3) AIの土木・建築分野における利用 

AIの分類については用語説明に示すように現在かなり細分化されているが、各分類要

素は相互に関連性を有する。AIのもつ様々な能力のうち、特に予測能力や最適解の探索

能力は、土木建築分野の脱炭素化において大きな役割を果たすと期待される。例えば、

多様な選択肢の中から環境性能の高いデザインや材料を選ぶ設計プロセス、天候や室内

利用状況に応じてエネルギー効率を高める空調設備機器の運転方法のリアルタイム探

索、画像や動画による建物やインフラ構造物の劣化診断や欠陥検出による適切な維持管

理と長寿命化の実現など、既に AIの導入は広がりつつある。加えて、再生可能エネルギ

ーの導入が進む中で、天候により時々刻々変化する発電量や電力価格に応じたディマン

ド・リスポンスに関しても、建物の蓄電池や電気給湯器等の運転制御において AIの活用
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が始まっている。 

 

６ 各学協会の動向 

(1) 日本建築学会 

一般社団法人日本建築学会は、建築に関する学術・技術・芸術の進歩発達をはかるこ

とを目的とし、1886年に設立された学会である。現在、会員数は３万５千名余であり、

会員の所属は研究教育機関、総合建設業、設計事務所をはじめ、官公庁、公社公団、建

築材料・機器メーカー、コンサルタント、学生など多岐にわたっている。同学会では、

1990年から地球環境問題について組織的、分野横断的な調査研究に取り組んでおり、

1995年からは常設の調査研究委員会のひとつとして地球環境委員会を新設し、進行する

地球温暖化への対策などについて検討を重ねている。1997年には、その成果として「地

球環境行動計画」を策定したほか、同年12月のCOP３に向けて、地球温暖化防止のため「ラ

イフサイクルCO2の30％削減と建築寿命の３倍増」という学会としての目標をまとめ、会

長声明として発表した。「地球環境・建築憲章」は、その基本目標を実現するための基本

的なガイドラインとして(社)日本建築学会、(社)日本建築士連合会、(社)日本建築士事

務所協会連合会、(社)日本建築家協会、(社)建築業協会の５団体が地球環境・建築憲章

委員会を作り、共同で2000年６月に制定したもので、９月には、新たに空調調和・衛生

工学会と建築・設備維持保全推進協会が加わって、「憲章」の内容を平易にした形の「運

用指針」も作成している。 

加えて、2005年８月「温暖化防止型ライフスタイル推進のための行動計画」、2009年

12月には「提言：建築関連分野の地球温暖化対策ビジョン 2050 －カーボン・ニュート

ラル化を目指して－」（17団体と合同）、2015年３月には「提言 地球温暖化対策アクシ

ョンプラン 2050 －建築関連分野のカーボン・ニュートラル化への道筋－」を作成した。

現在地球環境委員会では 11の小委員会と、その直下に、脱炭素社会推進・建築分野 WG、

脱炭素社会推進・都市分野 WG、低炭素社会推進・技術分野 WG、グローバル研究ネットワ

ーク WGが組織されている。2021年１月に「気候非常事態宣言」を行うとともに、「脱炭

素都市・建築タスクフォ−ス」を設置して、2050 年脱炭素社会実現に向けて活動してき

た。2022 年３月 18 日に日本学術会議の後援を得て総括的なシンポジウム「カーボンニ

ュートラル実現に建築分野はどう対応すべきか」を開催した。ここでは ZEB、ZEHなどの

運用時の温室効果ガス排出削減対策だけではなく、材料や施工時等のエンボディド・カ

ーボンが大きな話題になった。シンポジウム報告は学会ホームページで一般公開してい

る。現在、建築 SDGs宣言推進特別調査委員会[44]と脱炭素都市・建築アクションプラン

特別調査委員会が活動を行っており、提言の作成を目指している。2023年３月には日本

建築学会が「国内建築分野の LCAツール整備に関する今後の課題について」を公表した。

関係者と協力して LCA指針等をさらに整備するとともに脱炭素社会の実現に向けて努力

するとしている[45]。 
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(2) 土木学会 

公益社団法人土木学会は、「土木工学の進歩および土木事業の発達ならびに土木技術

者の資質向上を図り、学術文化の進展と社会の発展に寄与する」（土木学会定款）ことを

目的とし、1914年に設立された。現在、会員数は約３万９千名であり、会員の所属は、

教育・研究機関のほか、建設業、建設コンサルタント、エネルギー関係、鉄道・道路関

係、行政機関、地方自治体など多岐にわたっている。本部のほか、地域ごとに設置され

た９つの支部と、さらに海外支部には９つの分会がある。また、海外の25学協会と協力

協定を締結している。土木学会の調査研究部門はその直下の企画委員会と土木学会論文

集編集委員会を除き、８分野に分かれ、その下に29の委員会が活動をしている。 

土木学会には統一的な脱炭素に関わる固有の委員会は現時点で存在しないが、日本建

築学会と合同での土木・建築タスクフォース傘下の脱炭素WGに加え、各調査研究委員会

で独自の研究が進められている。脱炭素に関連する土木学会の取組みとして2009年に地

球温暖化対策特別委員会報告書「地球温暖化に挑む土木工学」を出版[46]し、その第３

編に地球温暖化に対する緩和策がまとめられている。さらに2010年には緊急提言「地球

温暖化の緩和策に向けた建設分野からの具体的取り組み」が発出され、2014年の「土木

学会創立100周年宣言」において「炭素中立社会の実現に貢献する」ことを宣言するとと

もに、「社会と土木の100年ビジョン」において地球環境問題に対する緩和策が述べられ

ている。また調査研究部門においては、コンクリート委員会傘下の「カーボンニュート

ラルに向けたコンクリート分野の新技術活用に関する研究小委員会」が設置され、コン

クリート分野の低炭素化が検討されている。環境システム委員会では、2021年土木学会

全国大会にて討論会「2050年ゼロカーボンシティの実現に向けて」が実施され、2022年

には環境システムシンポジウム「脱炭素化による地域の持続可能性の向上」において広

く議論を行っている。その他複合構造委員会、木材工学委員会、海洋開発委員会、エネ

ルギー委員会、原子力土木委員会などで脱炭素に関わる検討が進められている。 

 

(3) 廃棄物資源循環学会 

廃棄物資源循環学会は、1990年に廃棄物学会という呼称で設立され、2008年に廃棄物

資源循環学会と改称し、同時に一般社団法人として法人格を得た。会員数は個人会員が

約2100名、企業などの法人会員、自治体などの公益会員を合わせた団体会員が約200団体

を数える。廃棄物資源循環学会への改称を機に、2009年に３巻の書籍（「地球温暖化と廃

棄物」、「循環型社会をつくる－３R推進への展望と課題」、「災害廃棄物」）を刊行した他、

災害廃棄物に関するマニュアルやガイドラインを出版している。近年、気候災害の激甚

化が懸念される点で、温暖化は災害廃棄物問題ともつながっている。なお、過去の地震・

水害において木質建築の損壊・廃棄物化率は他構造と比較してかなり高いことから、特

に構造物の木質化に関しては炭素固定効果と災害被害のトレードオフに留意する必要

がある。 

隔月発行の学会誌においは、パリ協定採択の翌年の2016年には、「気候変動枠組条約に
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おけるコベネフィットメニューの新潮流」と題する特集が組まれた他、2022年には特集

「資源循環と脱炭素」が組まれた。学会の定例行事として、秋の研究発表会（年会）と

春の研究討論会があり、年会でのプレナリーセッションにあたる特別プログラムの2021

年のテーマとして「脱炭素社会をどう創るか ～将来展望と産官学民の役割～」が掲げら

れた。また、2022年春の研究討論会では、「一般廃棄物焼却施設におけるカーボンニュー

トラルの可能性」が廃棄物焼却研究部会主催のセミナーのテーマとされた。他にも2021

年度中には「廃棄物処理システムにおける脱炭素化に向けた普及促進方策に係るシンポ

ジウム」が３回にわたって環境省との共催により開催され、2023年１月にも「廃棄物処

理システムにおける脱炭素・省CO2対策普及促進に係るシンポジウム」が同じく環境省と

の共催により開催されるなど、脱炭素に関わる行事企画が続いている。廃棄物処理やリ

サイクルと温暖化に関わる研究として、焼却発電やプラスチック等のリサイクルによる

CO2排出削減効果の定量化などが実施されてきたが、昨今では、廃棄物焼却炉に着目した

CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage: CO2吸収・利用・貯蔵）な

どの新たなテーマも展開されつつある。 

 

(4) 空気調和・衛生工学会 

公益社団法人空気調和・衛生工学会は、暖冷房・換気、給水・排水、衛生設備など一

般市民の生活と密着した設備やその仕組み・原理などを扱う学問領域で活動する学術団

体である。同学会はこの領域の研究者と実際にこれらの設備の設計や施工を行う設計

者・技術者、装置を製作するエンジニア、運転・管理技術者等の会員で構成され、日本

にある工学系の中では10番目の規模の学会である。また、創立時より「学理と工業は両

輪である」との理念と「空気調和と衛生設備に関する専門学会」との立場をもって運営

され、現在もこれを継承している。 

同学会では、2012年策定の21世紀ビジョンの中で、2030年までの「ZEB化技術の確立」、

2050年までの「関連分野のゼロ・エネルギー化完全移行」への重点的な寄与を重要テー

マと位置づけ、空気調和設備委員会「ZEB定義検討小委員会」を設立、ZEBの定義や評価

方法について、国内外の動向を踏まえた議論、検討を重ね、2015年９月にガイドライン

（SHASE-G 0017-2015）としてとりまとめた。その後、2016年からは、ZEBの具現化に焦

点をあてた「ZEB実現可能性検討小委員会」を、2018年からは、計画指針の策定を目的と

した「ZEB計画指針検討小委員会」が設置され、「ZEBの先進事例集 ZEB in Japan」（百周

年記念パンフレット、2017年12月）、ZEBの計画手法を体系的に取り纏めた「ZEBのデザイ

ンメソッド」（技報堂出版、2019年９月）[47]を発刊するに至った。これらの成果は、ZEB

の定義と評価方法、デザインメソッドについての基本的な考え方を確立し、我が国のZEB

の定義と評価方法に先導的役割を果たした。そして、この基本的な考え方は、その後の

経済産業省による定義と評価方法に踏襲されていった。 

一方、同学会は2017年12月１日に「21世紀ビジョン・プラス 新技術との連携による建

築設備分野の領域拡大と高度合理化－超低炭素社会の実現を目指して－」を発表して、
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継続的に活動を実行しているところであるが、その後の社会情勢の急激な変化や技術開

発の進展を鑑みて、2022年度より「カーボンニュートラル社会実現に向けての学会方針

検討委員会」を設置し、ZEH・ZEBによる住宅・建築物の省エネ化・低炭素化の推進、既

存建築物を活用した良質なストック形成、AI・IoT等を活用したエネルギーマネジメント、

高性能設備の活用、オフサイトの再エネ評価や施工時のCO2排出量評価など検討すべき課

題を整理して、学会方針を取りまとめている。 

 

(5) エネルギー・資源学会 

一般社団法人エネルギー・資源学会は第２次石油危機を契機に1980年４月「エネルギ

ー・資源研究会」として設立され、1990年に「エネルギー・資源学会」と改称し、2009

年の法人化を経て現在に至っている。この間、エネルギー・資源・環境という幅広い分

野に総合的視点で取り組むため、電気工学、システム工学、機械工学、建築学、土木工

学、化学、経済学など様々な分野の研究者が個別の専門領域を超えて交流できる学際的

な場を提供し、行政・産業界を含む幅広い社会層と意見交換や議論を深めてきた。 

学会誌「エネルギー・資源」はその時々の関心の高いトピックスを特集として取りま

とめて提供しており、最近では「光エネルギーによる化学変換の最前線」、「2050年のエ

ネルギー需給への変革の方向性」、「建築・都市におけるカーボンニュートラル（CN）推

進の動向」、「サーキュラー・エコノミーの今とこれから」、「持続可能なまちづくり」等

が取り上げられている。行事としては、毎年８月に開催されるエネルギー・資源学会研

究発表会と１月に開催されるエネルギーシステム・経済・環境コンファレンス（関連研

究組織との共催）において様々なテーマの研究成果が発表されている。また、「第6次エ

ネルギー基本計画」等の講習会を開催し、広く社会へ情報提供を行っている。更に政策

懇話会ではエネルギー政策に関する喫緊の話題を取り上げ、「本格化するVPP（バーチャ

ルパワープラント）ビジネス」、「気候モデル研究の系譜とその政策的意義」、「温室効果

ガス排出量見える化の実践と課題」、「グリーンイノベーション基金」等について産官学

の第一線の担当者から話題提供を受け参加者全員で意見交換を行っている。研究活動と

して、産学の連携で実施する研究プロジェクトでは「スマートエネルギーシステム」「エ

ネルギーのカーボンニュートラル化」等をテーマに６年間国内調査・海外調査を含めた

調査研究を実施し、その成果は書籍として取りまとめられている。また、会員で構成す

る研究委員会には「2050年に向けた日本のエネルギー需給」、「家庭部門のCO2排出実態統

計調査利用研究会」がある。 

 

(6) 脱炭素社会推進会議 

建築関連団体により構成される「脱炭素社会推進会議」の設立は、2009年12月に建築

関連の17団体が「提言：建築関連分野の地球温暖化対策ビジョン2050 カーボンニュー

トラル化を目指して」を発表したことに遡る。この提言の内容を具体的な行動に移すた

め、2014年７月に建築・都市関連の18団体は、低炭素社会推進会議を立ち上げた。発足
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以来、推進会議では脱炭素社会実現に向けて取り組むべき課題を整理し、４つのタスク

フォークにて議論を続けるとともに、毎年シンポジウムを開催してきた。これらの活動

の成果は2018年の活動記録にまとめられているが、これを凝縮し、2020年７月に「2050

年のカーボンニュートラル化に向けた三つの提言 ストック社会形成による脱炭素・レ

ジリエントな建築・都市・農村の作り方」を公表した。2023年１月に開催したシンポジ

ウムのテーマは、「脱炭素型の都市づくりに向けた緩和策と適応策－今後の都市再生の

道筋をどう描くのか、2030 年への緊急応答－」であった。2021年５月に名称を現在の

「脱炭素社会推進会議」と変更した。2023年３月時点の参加団体は24団体になる[48]。 

脱炭素社会の実現が、SDGsの理念である「誰も置き去りにしない世界」にどのように

貢献できるか、そのために、SDGsに含まれていて推進会議の課題に含まれていないもの

を精査し、再開発問題を含めて、SDGsの目標11、13の推進が他の目標に与えるプラス、

マイナスの効果を検証し、SDGsの幅広い目標の実現に貢献すること、そして2030年に向

けた具体的行動計画の作成と推進を行うことを目的に活動を行っている。 

 

(7) 学術分野連携の必要性と国際発信 

このように各学協会において住宅・建築分野の脱炭素に関する取組が進展しているが、

これらの活動や知見を統合し政策立案に貢献できるよう更に連携を図る必要がある。一

方で、我が国の住宅建築分野の国際的な発信力が他分野と同様に現下、極めて低調と謂

わざるを得ない。例えば、IPCC第６次報告書（IPCC AR6 WG3 Chap.9）[49]の低エネル

ギー建築物の章における世界各地の ZEBの動向がレビューされている中では、欧米には

多数の ZEBが建設されていることが示されている一方で、日本で（英語にて）報告され

た ZEBは１棟のみであると記載されている。実際には、日本では毎年６万棟を超える戸

建住宅の ZEHが新築されているが、そうした我が国の脱炭素化への取り組みの実態は海

外に全く知られていない状況にある。IPCC報告書で引用された 1158本の論文の中で日

本発は 1.4%程度、WG3に限定しても 1.9%である。報告書はシステマティックレビューに

基づき作成されているため、恣意的に日本の論文が外されている訳ではなく、単純に国

際ジャーナルにおける論文発表数が少ないことを意味している。脱炭素、温暖化対策な

どに関する我が国からの英語による発信を増やし、更にそれが多数回引用されることは、

我が国の国際社会への貢献を強めるだけでなく、脱炭素分野における我が国のプレゼン

スを高め、優秀な人材を海外から吸引する上でも極めて重要である。研究者・技術者個々

の奮起に期待するだけではなく、関連学会などがリーダーシップを取り国内の研究者の

海外発信力の増進についての組織的取組を検討する必要がある。 

 

７ 課題 

我が国が 2050年までに脱炭素社会の実現を達成するためには、住宅・建築分野において

３つの方策、即ち、1) 運用段階の徹底した省エネルギー、2) 再生可能エネルギー電源の

導入、3) エンボディド・カーボンの削減を可及的速やかに国内のあらゆる種類の新築及び
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既築の建物に遍く実施する必要がある。政府は省エネ法、温対法、建築物省エネ法などの

関連法制を基盤に様々な施策を展開しているが、目標の達成には多くの課題がある。 

 
(1) 住宅における省エネ推進と再生可能エネルギー電源の導入 

第六次エネルギー基本計画では2030年以降、新築住宅の 100%がZEH水準省エネ性能、

新築戸建住宅の 60%に太陽光発電導入を目標としている。平坦地が少ない我が国で戸建

住宅の屋根が今後の太陽光導入に果たす役割は大きい。しかし、2021年度の新築戸建住

宅の ZEH 割合は 26.8%で目標にはほど遠い。また、脱炭素化対策に加えて、昨今のエネ

ルギー価格高騰やエネルギー安全保障など幅広い観点で、建物外皮の高断熱化や機器の

エネルギー効率改善等の省エネ対策を広範囲に推進するため、より一層の取組が必要で

ある。戸建住宅や分譲住宅に関しては、省エネ推進が居住者の健康や快適性、光熱費削

減などのベネフィットをもたらすことを社会に周知する一方、賃貸住宅に対しては省エ

ネルギーや ZEH化への投資がオーナーに利得をもたらす仕組みの構築が必要である。 

 

(2) 非住宅建築物における省エネルギー対策の推進 

 中高層建物は床面積に対する太陽光発電容量が小さいため、太陽光発電による消費電

力のオフセットは難しい。しかしそのような条件であっても、大幅な省エネにより脱炭

素化へ貢献することは可能であり、実際に ZEB Ready、ZEB Orientedなどの名称で認証

が行われている。しかし現在の新築件数における ZEB Readyの割合は工場で 27.3%、オ

フィス、ホテル、病院はいずれも５%未満で低い。これを 100%近くに引き上げるために

は、抜本的な取組が不可欠である。 

 

(3) エンボディド・カーボン対策 

住宅・建築のライフサイクルにおいて材料製造、施工、廃棄における CO2 排出の影響

は大きく対策は急務である。特に、鉄やコンクリート等は CO2 強度が高いことから、安

価で大規模に導入可能な低炭素型素材の技術開発は喫緊の課題である。一方、産学で開

発が進む低炭素型建設材料や施工法等を適切に評価する LCAツールが現在は十分に整備

されていない。国際的な流通性を有する基準や評価の枠組を産官学の協力の下、早急に

構築する必要がある。 

 

(4) 既築対策 

住宅・建築物は他の製品と比較して長寿命である故に、新技術がストック全体に波及

するには長期間を要する。2050年時点でも、省エネ基準導入以前に建設された古い建築

物が相当数残る可能性は高いことから、不動産評価、金融、税制など多様で長期的観点

に立ち、既存住宅・建築物対策を検討・実施する必要がある。なお、古い建物の改修・

建替の意思決定は、コストだけでなくエンボディド・カーボンを考慮したライフサイク

ルで評価する戦略も必要となる。 
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(5) 異分野協働の促進 

住宅・建築分野は裾野が広く関連する産業分野も多岐に渡る。例えば、再生可能エネ

ルギー増加により喫緊の課題となった受給一体のエネルギーマネジメントは電気・電力

分野、情報分野との境界領域である。双方の分野の強みを活かし、居住者の利便性・快適

性と社会全体でのエネルギーシステム最適化の両立を目指すことが期待される。一方、

コンクリート・鉄など共通の構造材料を使う土木インフラ分野とは低炭素型素材の開発

や基準化における協働が求められる。気候変動による災害の頻発や高温化による熱中症

増加などを背景として、社会安全分野、健康・医療分野、冷凍空調分野との協力も期待さ

れる。 

 

(6) 学術・産業分野における国際社会への貢献と国際的競争力 

住宅・建築分野の脱炭素化は欧米のみならず、中国でも加速している。このような状

況下、建築物の環境性能の認証や格付け、低炭素型材料の規格、LCA ツールなど、脱炭

素化対策を評価する国際的枠組の構築に日本が積極的にコミットし、日本のみならずア

ジアの気候風土や社会特性を踏まえた適切な評価が行われるよう産官学一体となって

取り組む必要がある。また、学術分野においては日本から海外への研究発信が低調であ

り、日本の研究力の世界的プレゼンスが極めて低い現状を重く受け止め、学術コミュニ

ティにおける組織的な取組が必要である。  
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＜用語の説明＞ 

 

ZEB（ネット・ゼロエネルギー・ビル）の定義 [50] 

経済産業省資源エネルギー庁「ZEBロードマップ検討委員会とりまとめ」において、ZEB

を「先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制やパッシブ技術 5の採用による自然エ

ネルギーの積極的な活用、高効率な設備システムの導入等により、室内環境の質を維持し

つつ大幅な省エネルギー化を実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、

エネルギー自立度を極力高め、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目

指した建築物」と定義している。実際には、高層建物で屋根置き太陽光発電の設置可能容

量が限られる、など、建物毎に状況は異なることから、建物の省エネ性能と再生可能エネ

ルギーの導入状況に応じて、４段階の ZEBの分類が提示されている。 

 

 

（図は環境省から引用[51]） 

 

DX (デジタル・トランスフォーメーション) 

DX(Digital Transformation:デジタル・トランスフォーメーション)とは、2004年にス

ウェーデンのウメオ大学教授、エリック・ストルターマン[52]が提唱した概念であり、「情

                                            
5 機械設備に頼らず、躯体の高断熱・高気密化、日射熱利用、自然通風を確保する開口部など建築本体の設計により室内

熱環境を調整するデザイン手法。 
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報技術の浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」という仮説であ

る。経済産業省は、「DX推進ガイドライン」(現デジタルガバナンス・コード) [53]にお

いて、DXを以下のように定義している。「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、デ

ータとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネス

モデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立すること。」 

 

AI(人工知能) 

人工知能（Artificial Intelligence: AI）を IT用語辞典 [54]で調べると「人工知能と

は、人間にしかできなかったような高度に知的な作業や判断を、コンピュータを中心とす

る人工的なシステムにより行えるようにしたもの」とある。しかしながら、上記はかなり

広い内容の定義であり、具体的な定義になると研究者ごとに異なり、明確な定義は存在し

ない状態である。AIの歴史は 1950年代頃から始まり、2023年現在、AIの第三次ブームに

渦中にあるといわれている。 
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